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歳出
559億円

総務費
11.0％
61億5,014万円

衛生費 
12.0％
66億8,251万円

歳入
559億円

□一般会計の歳入と歳出

民生費
 41.3%
230億8,232万円

土木費 
12.1％
67億5,567万円

公債費
10.5％
58億4,931万円

教育費
8.5％
47億2,529万円

消防費
3.3％
18億3,136万円

その他
1.5％
8億2,341万円

市税
35.0%
195億6,285万円

国庫支出金
16.2％
90億5,455万円

地方交付税 
14.3％
80億700万円

市債
10.6％
59億1,042万円

県支出金
7.1％
39億8,790万円

地方消費税交付金
5.4％
30億2,356万円

繰入金
2.6％
14億3,649万円

その他
8.8％
49億1,725万円

市
民
と

共
に

歩
む

行
政

第
１
回
市
議
会
定
例
会
で
、
越
田
市
長
が
市
政
の
目
的
や
理
念
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
令
和
２
年
度
の
施
政

方
針
を
表
明
。
民
間
事
業
者
と
の
連
携
を
進
め
、
新
し
い
川
西
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
こ
と
で
持
続
可
能
な

ま
ち
づ
く
り
を
め
ざ
し
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
施
政
方
針
の
概
要
を
紹
介
し
ま
す

越
田
謙
治
郎
市
長
が
施
政
方
針
を
表
明

川
西
を
市
民
と
変
え
る　

　
１
年
余
り
の
市
政
運
営
を
振
り

返
っ
て
改
め
て
感
じ
る
こ
と
は
、

住
宅
都
市
と
し
て
の
魅
力
に
加

え
、「
市
民
力
の
高
さ
」
が
市
の

財
産
だ
と
い
う
こ
と
で
す
。
令
和

元
年
度
に
開
催
し
た
「
か
わ
に
し

市
民
会
議
」や「
タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ

ン
グ
」
で
は
、
多
く
の
市
民
が
第

２
次
総
合
戦
略
作
り
に
関
わ
り
ま

し
た
。
そ
の
中
で
は
、
行
政
の
発

想
だ
け
で
は
生
ま
れ
な
い
意
見
や

提
案
も
あ
り
ま
し
た
。

　
今
後
、
多
様
化
す
る
社
会
課
題

は
、
行
政
の
発
想
だ
け
で
は
解
決

で
き
ま
せ
ん
。
市
民
の
力
が
、
今

ま
で
以
上
に
必
要
に
な
り
ま
す
。

　

市
長
に
就
任
し
た
時
、「
私
は

変
え
る
た
め
に
こ
の
場
所
に
立
っ

て
い
る
」
と
話
し
ま
し
た
。
今
で

は
、
こ
れ
ま
で
の
経
験
か
ら
、
市

民
と
一
緒
な
ら
川
西
を
変
え
ら
れ

る
と
確
信
し
て
い
ま
す
。

　
多
く
の
市
民
は
、
き
っ
か
け
が

あ
れ
ば
市
政
や
ま
ち
づ
く
り
を

「
自
分
事
」
と
し
て
と
ら
え
、
主

体
的
に
行
動
で
き
る
か
ら
で
す
。

　
新
年
度
は
第
２
次
総
合
戦
略
が

始
ま
り
ま
す
。
全
国
的
に
人
口
減

少
や
高
齢
化
が
進
む
中
、
人
口
増

加
を
目
的
と
し
た
住
民
の
獲
得
競

争
に
は
注
力
し
ま
せ
ん
。
市
民
の

幸
せ
を
大
切
に
し
、
住
み
続
け
て

も
ら
え
る
ま
ち
の
実
現
を
め
ざ
し

て
い
き
ま
す
。

　
そ
の
際
、
市
民
と
検
討
し
な
が

ら
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
事
業
に

つ
い
て
は
、
市
民
会
議
の
参
加
者

を
含
め
た
「（
仮
称
）
か
わ
に
し

協
働
プ
レ
ー
ヤ
ー
」
と
検
討
し
な

が
ら
進
め
ま
す
。
市
民
と
協
働
す

る
こ
と
で
、
今
の
市
民
を
大
切
に

す
る
新
し
い
川
西
モ
デ
ル
を
構
築

し
て
い
き
ま
す
。

事
業
を
検
証
し
て

財
政
を
健
全
化

　
２
年
度
は
財
政
健
全
化
の
集
中

期
間
の
２
年
目
で
す
。
財
政
健
全

化
条
例
の
理
念
に
基
づ
き
、
将
来

の
市
民
へ
過
度
な
負
担
を
残
さ
な

い
よ
う
、
計
画
的
で
秩
序
あ
る
財

政
運
営
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　
当
初
予
算
で
は
、
約
12
億
円
の

財
源
不
足
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
元

年
度
に
行
っ
た
事
業
再
検
証
に
よ

る
95
事
業
の
見
直
し
結
果
を
実
行

に
移
す
と
と
も
に
、
補
助
金
や
使

用
料
、
手
数
料
に
つ
い
て
も
ゼ
ロ

問い合わせ　
企画財政課　 （740）1130

歳出では、医療・介護・子育てや公共施設の
老朽化対策など、市民の暮らしを守るため経常
的にかかる費用に予算の大部分が使われます。
民生費は障がい者支援（約 38 億円）や、保
育所・こども園の運営支援（約 37 億円）を中
心に社会保障関連経費が増加し、約231億円（全
支出の 41.3％）。
土木費は花屋敷団地の建替（約 12 億円）な
どが増加し、約 68 億円（全支出の 12.1％）と
大きな割合を占めています。

施政方針の全文は市役所２階の
市政情報コーナーや各公民館、
市ホームページで公
開しています。右記
２次元コードから市
ホームページへ

施政方針の全文は
市ホームページへ

市税収入など使い方が制限されない一般財源
総額は、前年度よりやや増える見込みです。市
税では税率改定に伴い法人市民税が減少する一
方で、家屋の新・増築による固定資産税の増加
を見込んでいます。収支の不足分にあたる約
12 億円は基金（貯金）から取り崩すこととし
ています。

一般会計歳入

言葉の意味
市税…市民が納める税金、国庫支出金…国が使
い道を限定して交付するもの、地方交付税…国
が自治体の財源不足を補てんするため交付する
もの、市債…国や金融機関から借り入れるもの、
県支出金…県が使い道を限定して交付するも
の、地方消費税交付金…消費税の一部が交付さ
れるもの、繰入金…基金などからの繰入金（貯
金の取り崩し）、その他…施設の利用料金や保
育所入所者の負担金など

※グラフ中の数値は、端数の関係で合計が一致しない場合があります

言葉の意味
民生費…医療や高齢者福祉、子育て支援、生活
保護など、土木費…道路や市街地、公園などの
整備や交通安全など、衛生費…保健・医療や環
境対策、ごみ処理など、総務費…文化・スポー
ツ振興や選挙、市税賦課徴収など、公債費…国
や金融機関から借り入れた市債の返済、教育費
…小・中学校教育や生涯学習、文化財など、消
防費…消防や救急、防災対策など、その他…議
会運営や商工業・農林業の振興など

歳出
559億円

総務費
11.0％
61億5,014万円

衛生費 
12.0％
66億8,251万円

歳入
559億円

□一般会計の歳入と歳出

民生費
 41.3%
230億8,232万円

土木費 
12.1％
67億5,567万円

公債費
10.5％
58億4,931万円

教育費
8.5％
47億2,529万円

消防費
3.3％
18億3,136万円

その他
1.5％
8億2,341万円

市税
35.0%
195億6,285万円

国庫支出金
16.2％
90億5,455万円

地方交付税 
14.3％
80億700万円

市債
10.6％
59億1,042万円

県支出金
7.1％
39億8,790万円

地方消費税交付金
5.4％
30億2,356万円

繰入金
2.6％
14億3,649万円

その他
8.8％
49億1,725万円

予算案
問い合わせ　企画財政課　 （740）1130

令和２年度
会計別予算案や特別会計、企業
会計などは、右記２次元コード
から市ホームページへ

市
民
と
考
え
、
市
民
と
動
く
総
合
戦
略

課
題
解
決
の
た
め
に
民
間
事
業
者
と
連
携

不足分 12億円は貯金から取り崩し

一般会計歳出

経常的に支払うものが大部分
ベ
ー
ス
で
見
直
し
、
３
年
度
か
ら

新
し
い
補
助
金
制
度
を
ス
タ
ー
ト

さ
せ
ま
す
。

　
ま
た
、事
業
再
検
証
を
継
続
し
、

財
政
健
全
化
の
早
期
達
成
を
め
ざ

す
と
と
も
に
、
職
員
が
主
体
的
に

継
続
し
て
事
業
の
見
直
し
を
行
う

組
織
風
土
を
定
着
さ
せ
ま
す
。

先
進
技
術
の
活
用
と

民
間
事
業
者
と
の
連
携

　
２
年
度
は
こ
れ
ま
で
の
行
政
の

役
割
分
担
に
と
ら
わ
れ
ず
、
新
た

な
仕
組
み
や
連
携
を
通
じ
て
、
能

動
的
に
「
変
え
る
」
た
め
、
具
体

的
に
行
動
し
て
い
き
ま
す
。

　
ま
た
、
Ａ
Ｉ
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
な
ど
の

先
進
技
術
を
取
り
入
れ
、
市
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
つ
な
げ
る
た

め
、
民
間
事
業
者
と
の
連
携
を
進

め
ま
す
。
さ
ら
に
そ
れ
ら
を
施
策

の
実
施
や
組
織
の
人
材
育
成
に
も

生
か
し
て
い
き
ま
す
。

　
新
年
度
も
市
民
と
情
報
を
共
有

し
な
が
ら
対
話
を
重
ね
、
市
議
会

と
も
十
分
に
議
論
し
な
が
ら
市
政

運
営
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

施政方針
と予算案特集



多様な働き方を支援

新たなつながりや仕事を創出

起業家などが、各自の仕事や交流を行う「コワーキングス
ペース」の運営を支援します。コワーキングスペースは、
起業家などが各自の作業や会議を行う事務所の機能を持ち、
セミナーや相談、交流機会などの支援を行う場所です。新
たな仕事の創出に向けて、インターネットを活用した仕事
など、時代に適応した多様な働き方を後押しします（305
万円）

地域公共交通の課題解決のため、大和地区でのオンデマン
ドモビリティサービス（予約型の乗り合い交通）の実証実
験を通して、地域公共交通体系を支える新しい仕組みづく
りを進めます（2,055 万円）。電話やスマートフォンのア
プリなどで事前予約すると、同じ時間帯に予約している人
と組み合わせた経路が決まり、自宅近くまで迎えに来ます。
バスよりも経路や時間の融通が利き、タクシーよりも料金
が安いのが特長です

新たな地域公共交通づくり

地域の交通体系を模索

すぐそばに相談・交流の場を

中学２年生が対象

高齢者への特殊詐欺を防ぐ

景観や治安の悪化を防ぐ

重症心身障がい児向け

子育て支援拠点の整備

ピロリ菌検査の実施

自動通話録音機を貸し出し

空き家の流通・利活用

通所支援事業所の整備

親子の交流の機会や子育て情
報を提供し、保育士などが子育
ての相談に応じる地域子育て
支援拠点。清和台・明峰中学
校区に同拠点を開設するため、
運営主体を公募し、必要な開設
支援を行います（3,218 万円）

令和４年９月からの中学校給食実施に向けて、川西南中学
校第２グラウンドの一部を活用し、施設整備を進めます。
給食は 1つの給食センターで調理し、各学校へ配送。施設
整備は民間資金やノウハウを活用する PFI 方式で行います
（683万円）

中学２年生へのピロリ菌検査と除菌を実施します。胃がん
の９割以上がピロリ菌感染によるものと考えられています。
早期に発見・除菌することにより、胃がんの発症リスクを
低減させます（377万円）

振り込め詐欺などの特殊詐欺の被害や電話勧誘によるトラ
ブルを防止するため、高齢者を対象に自動通話録音機を貸
し出します（100万円）

空き家が放置され、住環
境が悪化することを防止
するため、住宅の処分や
活用を相談できる空き家
相談窓口を開設します。
また、民間事業者と連携
し、所有者と活用希望者
をつなぐ空き家マッチン
グ制度を導入する他、リ
フォーム助成制度の周知
など、空き家の利活用を
進めます（100万円）

重症心身障がい児向け通所支援事業所を市内で初めて開設
する事業者の支援を行います（683万円）

新
年
度
の

主
な

事
業

来
年
度
は
子
育
て
世
帯
を
応
援
す
る
取
り
組
み
を
強
化
。
教
育・子
育
て
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
、

安
全
と
安
心
の
分
野
の
主
な
事
業
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す

教
育
支
援
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ

問い合わせ　
企画財政課　 （740）1130

取り組みの詳細は
市ホームページへ

プログラミング教育に対応

市内の全小・中学校と特別支援学校に学校通信ネットワークを整備。新学習指導
要領でプログラミング教育が本格化する小学５・６年生に加え、中学１年生に１
人１台分のタブレット端末を配備します。プログラミング教育以外にも、タブレッ
ト端末で利用できるデジタルドリルに残った学習記録を活用し、個人の学習状況
に応じた支援を行います。また、
タブレット端末で意見や答えな
どを共有することは、「主体的・
対話的で深い学び」を助けます。
そして、令和２年度採用の教科
書には多くの２次元コードが使
用されており、参考資料や動画
を見ることができます（４億
5,249 万円）

外国語指導助手を増員
全小・中学校の英語教育を支援

児童・生徒の英語力向上のため、外国人の指導助手を市内
の全小・中学校に１人ずつ配置します（1,950 万円）

タブレット端末を1人１台

教育・子育て

ICTの活用 情報通信技術

5 2020.03 4

働く保護者の負担を軽減

育成クラブの時間延長
留守家庭児童育成クラブの開所時間を拡大（1,704 万円）。
また保育の質を向上させるため、クラブ運営マネージャー
を配置します

安全安心な中学校給食の提供

中学校給食実施への準備

安全と安心

施政方針
と予算案特集
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材とニーズをつなぐ
　（仮称）地域人材マッチング制度を試験的に導入し、年代
を問わず活動したい人と地域などのニーズをつなぎます。

地域活動などを活性化

問い合わせ　政策創造課　 （740）1120

市民と作り上げた「まちのありたい姿」

問い合わせ　政策創造課　 （740）1120

協働で進める総合戦略
総合戦略の
詳細は

市ホームページへ

令和２年度から３年間で重点的に取り組む内容をまとめた第２次総合戦略（以下総
合戦略）。市民の意見を受けて取り組む主な事業を紹介します

３
年
間
で
取
り
組
む

４
つ
の
戦
略　

　
総
合
戦
略
は
、
無
作
為
抽
出
で

選
出
さ
れ
た
市
民
で
構
成
す
る

「
か
わ
に
し
市
民
会
議
」
や
７
つ

の
中
学
校
区
で
行
わ
れ
た
「
タ
ウ

ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
」、
パ
ブ
リ
ッ

ク
コ
メ
ン
ト
の
市
民
の
意
見
を
踏

ま
え
て
策
定
し
ま
し
た
。

　
今
後
３
年
間
で
①
子
ど
も
た
ち

の
成
長
を
支
え
あ
え
る
ま
ち
づ
く

り
②
誰
も
が
力
を
活
か
せ
る
ま
ち

づ
く
り
③
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら

せ
る
ま
ち
づ
く
り
④
愛
着
の
も
て

る
ま
ち
づ
く
り
―
の
４
つ
の
戦
略

に
取
り
組
み
、「
何
気
な
い
日
常

に
幸
せ
を
感
じ
る
ま
ち
」
の
実
現

を
め
ざ
し
ま
す
。

　
そ
の
中
か
ら
令
和
２
年
度
の
主

な
取
り
組
み
と
市
民
か
ら
の
提
案

を
紹
介
し
ま
す
。

取
り
組
み
を

毎
年
検
証
し
て
公
表　

　
総
合
戦
略
の
事
業
で
、
市
民
と

検
討
し
な
が
ら
取
り
組
む
べ
き
も

の
は
、
市
民
会
議
の
参
加
者
を
含

む
「（
仮
称
）
か
わ
に
し
協
働
プ

レ
ー
ヤ
ー
」
と
検
討
し
ま
す
。

　
ま
た
、
学
識
経
験
者
や
市
民
な

ど
と
毎
年
進し

ん
ち
ょ
く捗
状
況
を
確
認
・

検
証
し
、
公
表
し
ま
す
。

様な働き方を支援
新たなつながりや仕事を創出

育の専門職を増員

市民からの提案
いじめや不登校については、自分たちのまちの問題と捉
え、課題解決に向けて学校や地域、関係機関との連携が
必要

　いじめや不登校、虐待を防止し、早期に解決するために、
スクールソーシャルワーカーを各中学校区に１人配置しま
す。また、不登校児童一人一人への支援を充実させるため、
適応教室の相談員を増員し、学校との連携を強化します。

いじめや不登校、虐待を防ぐ

　市民の災害への備えを支援するため、危険な場所や防災
に役立つ情報を示した防災マップを紙面版、Web版ともに
更新。紙面版は市内を３つの
エリアに分けて作成します。
　市民が緊急時に救命処置
を行えるよう、普通救命
講習修了者を「市民救
命士」とする市民救命
士制度を新設します。
受講しやすい講習と、受講
後も情報を取得できる体制を整えます。

災と救命の情報提供
災害時の市民の備えを支援

市民からの提案
災害が発生した際、行政が迅速な救助や支援を行えると
は限らない。市民が自ら備え、住んでいる地域で助け合
う関係を築くことが大切

市民からの提案
シニア世代が多いため、シニア世代が子育て世代をサポー
トすることができるような仕組みが必要

市民からの提案
市内には働ける場所や求人が少ないため、自宅や市内で
スキルを生かした働き方ができる環境づくりが重要

　コワーキングスペースの運営を支援します。事業内容の
詳細については５ページへ。

見直し内容・方向性

経済的に就学困難な学齢児童生徒（準要保護）に対する就学支援は、現行
の生活保護基準を基礎として見直し

福祉施設通園費助成については、市内事業所の整備が一定進んだことから、
対象者を見直し

親元近居助成制度を活用した定住・移住など、一定の成果があったが、本
助成制度によって市への転入を決めたのかなど分析ができない部分もあ
り、本助成制度を廃止

リフト付き寝台タクシー料金助成は、近隣市の状況や制度運用の観点から
上限額を設定

介護保険制度で在宅高齢者に対する支援を行っていることから、日常生活
用具の給付は廃止。理美容サービスは令和２年 11 月の実施をもって廃止。
また、高齢者外出支援は利用者と事業者への実態調査を行った上で見直し

全国大会などへの出場激励金を廃止し、競技関係者へのより効果的な支援
方法を検討

令和２年度
予算影響額細事業名

要保護・準要保護
就学支援事業

障害者地域
生活支援事業

住宅政策推進事業

競技スポーツ
推進事業

在宅高齢者
支援事業

－ 115 万円

－ 12 万円

－ 432 万円

－ 544 万円

－ 605 万円

－ 1,299 万円

行
財
政
改
革

財
政
健
全
化
を
め
ざ
す

令
和
元
年
度
か
ら
３
年
間
を
財
政
健

全
化
の
集
中
期
間
と
し
、
行
財
政
改

革
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
２
年
度

の
行
財
政
改
革
後
期
実
行
計
画
に

基
づ
く
効
果
見
込
み
額
の
合
計
は

２
億
９
６
６
９
万
円
。
主
な
取
り
組

み
は
左
記
の
通
り
で
す

・
民
間
の
活
用
―
市
立
川
西
病
院
の

改
革
な
ど
（
１
億
３
３
８
８
万
円
）

・
業
務
の
改
善
、
事
務
事
業
の
見
直

し
―
事
務
の
効
率
化
、
協
議
会
な
ど

の
加
盟
や
書
籍
の
定
期
購
読
の
見
直

し
な
ど
（
３
６
０
９
万
円
）

・
環
境
へ
の
配
慮
―
文
書
や
印
刷
な

ど
の
見
直
し
（
１
０
０
万
円
）

・
効
率
的
で
効
果
的
な
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
―
適
正
な
給
与
体
系
に
向

け
た
段
階
的
な
整
理
（
５
１
８
５
万

円
）

・
歳
入
の
確
保
―
広
告
入
り
市

政
情
報
モ
ニ
タ
ー
の
設
置
な
ど

（
１
５
２
万
円
）

・
公
有
財
産
な
ど
の
有
効
活
用
―
市

役
所
駐
車
場
の
民
営
化
（
３
５
０
万

円
）

・
組
織
再
編
と
人
員
配
置
―
時
代

に
対
応
し
た
組
織
体
制
の
見
直
し

（
６
８
８
５
万
円
）

よ
り
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
向
け
て

事
業
の
見
直
し

令
和
元
年
度
か
ら
３
年
間
で
全
て
の
事
業
を
検
証
し
て
い
ま

す
。
外
部
有
識
者
で
構
成
す
る
行
財
政
改
革
審
議
会
の
検
証
結

果
と
市
民
や
市
議
会
の
意
見
を
踏
ま
え
、
元
年
度
は
95
事
業
に

つ
い
て
方
向
性
を
定
め
ま
し
た
。
２
年
度
予
算
に
影
響
が
あ
る

主
な
も
の
は
下
記
の
通
り
で
す

6

育て支援拠点の整備
すぐそばに相談・交流の場を

市民からの提案
保護者が慣れない育児で疲れ、自分で行動が起こしにく
くなり、子育ての相談ができない場合がある。その結果、
ストレスを抱え、社会からの孤立を感じてしまう可能性
がある。気兼ねなく相談や交流、情報の共有ができる環
境が必要

　地域子育て支援拠点の開設支援を行います。事業内容の
詳細については４ページへ。

子

多 防

人

教

施政方針
と予算案特集

廃止、一部廃止、休止
手法、内容を改善
拡充

17事業
74事業
24事業

※複数の項目にあてはまる事業あり

5,956万円
事業廃止などに伴う減少額


